
【様式３】事業評価個票

■ □ □ □ □ □
□ （ ）

令和５年度令和６年度令和７年度
令和―年度
(最終目標)

単位

回 １２ １２ １２

―回 １２ １３

―

部局・担当課名 農林水産部水産振興課
①漁業情報掲載ホームページの更新回数

活動実績

総合発展計画実施
計画の位置付け

事業名

当初見込み目標指標
②

活動実績

当初見込み

開始/終了(予定)年度農林水産デジタル化推進事業費

施策 [施策１]水産業の担い手育成による生産基盤の強化

経営体当たり海面漁業生産額 Ｒ６年度　834万円

政策の柱、
政策

[政策の柱２] 競争力のある力強い農林水産業の振興・活性化
[政策４] 付加価値の高い水産業の振興

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

令和３

当初見込み

活動実績

/ 未設定 活動指標

事業の目的
　山形県が所有する漁業調査船を用いて、漁業者にとって有益な情報を収集・蓄積し漁業
者へ提供することで、漁業者の計画的な操業を促し、所得向上に寄与する。

目標値 万円

活動実績

単位

当初見込み

成果実績 万円 ６２１

令和４年度

令和４年度

令和５年度令和６年度令和７年度
令和６年度
(最終目標)

令和６年度

その他

(評価基準)　「事業の必要性・事業の効率性　Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」
　　　　　　　 「事業の有効性（達成度）　Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:おおむね目標どおりの成果、活動見込をおおむね達成(80%以上100%未満)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(80%未満)」

その他特定財源
一般財源 ５,３０９

計 －

事業概要
（令和５年度の

実施内容）

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付 貸付

【概要】漁業試験調査船「最上丸」を用いて収集・蓄積した情報を漁業者へ提供。
【提供方法】漁業情報掲載ホームページ及び水産研究所公式ＬＩＮＥで公表
【提供情報】・水温情報
　　　　　　・スルメイカ漁場形成情報
　　　　　　・重要魚種の魚群分布情報、魚群探知機画像、魚群分析結果、海底地形情報

当初予算額
（単位:千円）

－ ６,６０３ ６,１３９ ５,３０９

上記実施方法とする理由：
本県漁業者の必要とする漁海況情報を迅速かつ効率的に調査でき
る民間調査船等がないため

実施方法

予算見積書グループ名 令和２年度令和３年度令和４年度 令和５年度

財源内訳
（単位:千円）

事
業
の

必
要
性

事
業
の
効
率
性

事
業
の
有
効
性

（
達
成
度

）

項目

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果指標の明確な達
成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較して
より効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

成果実績は成果指標に見合ったものとなっているか。

国庫支出金
県債

事業所管部局による評価・検証（令和６年６月）

評価
（ABC）

A

A

課
題

今
後
の
対
応

　漁場環境の変化等による漁業資源の減少、燃油高等による経費の増加により、漁業者にとって効
率的な操業による漁獲量の確保がより一層求められている。

　収集・蓄積し、漁業者へ提供を行う漁獲データは、漁獲量減少が著しい魚種や魚価単価が高い魚
種など、漁業者の生産性向上に寄与するものを中心に行っていく。
　例えば、漁獲量の減少が著しいスルメイカについては、漁場情報の調査日数を増やし漁獲量向上
を目指すほか、クロマグロの大型個体は、単価が高いが来遊時期や海域が年ごとにばらつきがある
ことから、魚群分布情報収集調査を漁期開始後に複数回実施する。

目標値

達成度 ％

達成度 ％

目標値

成果実績

目標値

達成度 ％

成果実績

６０４

②

③

成果指標（所管部局の分析）

③

④

８３４８３４８２４７９８①経営体当たり海面漁業生産額

評価に関する説明

水産資源の減少や燃油をはじめとした経費の増大により、漁業において効率的な操業が強く求められており、当
事業で得られる漁場データは、漁業者にとって必要不可欠な情報である。事業の執行にあたっては、試験調査
船でデータを収集をする必要があり、試験調査船を持たない市町村や民間へ委ねることはできない。

試験調査船による調査や情報提供は、漁業振興や資源管理等に資する全国的な業務として、広域的に他県と
連携しながら実施しているものであり、漁業者に負担を求めるような性質のものではなく、国や他県でも負担を徴
収している例はないことから、県が費用を支出し漁業者に負担を求めないことは妥当である。

収集する魚群分析情報について、漁業者の所得への寄与が大きい付加価値の高い魚種に絞って、
データ収集を行うことで、一定の事業効果を確保しつつ、より低コストで事業を実施できている。

④

活動指標及び成果指標設定の考え方

本事業による取組状況は、漁業情報の提供頻度によって明らかになることから、活動指標には「漁業情報掲載ホームページの更新回数」を
設定した。また、本事業は、漁業者の計画的な操業を促し所得向上に寄与するものであることから、成果指標には「経営体当たり海面漁業
生産額」を設定した。

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果実績

0%0%73%78%％達成度

２,８５５

令和５年度は漁業者から要望等を聞き取り、提供する情報を充実させたことで目標を上回る活動実
績となった。当該データは漁に不可欠なものとなっており、漁業者の多くが活用している。

令和５年は、本県の主力魚種であるスルメイカやハタハタの漁獲量が大きく減少し、漁獲量全体に
ついても過去５カ年平均比61％と平成元年以降で最も少ない記録的不漁となり、目標を下回る実績
となった。

①

②

③

④

リアルタイム漁場データの共
有化

A

２,９８４

計 － ５,５８５

５,５８５

A

C

２,６０１ ３,１０８

５,３０９

３,４９５ ３,２８４

６,６０３ ６,１３９ ５,３０９

５,５８５ ６,６０３ ６,１３９

資料２ー③ー①



農林水産デジタル化推進事業費 G10リアルタイム漁場データの共有化

調査データの発信方法

釣獲試験結果表

年スルメイカ釣獲試験記録
調査機関 調査船

第　　 次航海 第 1 次操業 調査員

釣獲試験記録 海洋観測結果
（Sｔn. 1 ) N Ｅ

N 39 度 36.1 分 9 月 11 日
E 137 度 42.4 分 17 時 59 分～ 18 時 9 分
N 39 度 41.2 分
E 137 度 40.8 分 水温・塩分

操業時間
開始 9 月 11 日 19 時 0 分
終了 9 月 12 日 4 時 0 分
操業時間 時間
釣機台数 台

漁獲尾数
CPUE
（釣機1台1時間あたりの漁獲尾数）

操業水深～ ｍ
主な漁獲時刻 - 51尾

外套背長組成（cm）

記事

尾

記号

3:00 4:00

天気

34.331
34.392
34.191

150m 9.70

雄

34.068

０m
10m

0

0
雲量・雲形

気象・海象

200m
300m 1.49

100

0

0
2
0
0
0
0
0

計
成熟率(%)

0 0

0
0
9

22

0
0

22
31

10
4

水色・透明度（m）

海深（m）

0

0

雌

32cm～

29cm～
30cm～

22cm～
23cm～
24cm～

27cm～
28cm～

31cm～

26cm～

13cm～
14cm～
15cm～
16cm～
17cm～
18cm～
19cm～
20cm～
21cm～

標識放流

9.00
6

90

～10cm 0
10cm～
11cm～

2023

観測位置
開始位置

終了位置

日時

12cm～
0

25cm～

75m
100m

－
1476

平均重量　124g/尾（50尾重量　6.2kg）

20m
27.58
27.37

30m
50m

22.31
17.41

4.52
34.058

33.922

1・1
気圧(hpa）

波浪・うねり

風向・風速

気温（℃）

1011.3
27.0

水温

最上丸

槇

山形県水産研究所

39-35.9Ｎ 137-42.5

塩分
27.7

2.37
128

N・5.0m/s

－
33.297
33.427

bc
5

12.77
15.59

34.067

以前

県漁協や漁業者にFAXや回送で情報提供
・FAXは帰港時のみ発信可能
・帰港後に研究員がデータを見やすく加工
してから提供するため、タイムラグが発生

現在

専用ホームページにて
・漁獲データ
・魚群探知機画像
・調査地点の水温
などのデータを即時公開

情報更新はLNEでお知らせ

水産研究所の専用HPで即日情報提供
・衛生通信で船上からも発信可能
・更新をLINEで通知することで、漁業者もタイムラグなく確認可能


